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伊豆の国市デジタル人材育成業務 仕様書 

 

１ 事業名 

令和 8年度 デジタル化推進事業 伊豆の国市デジタル人材育成業務 

 

２ 事業の目的 

これまでも本市では、オンライン申請の拡充や窓口予約の導入、業務のペーパレ

ス化や kintoneを活用した業務効率化に取り組んできた。これらの取組により一定

の成果を得られたものの、さらなる業務効率化、市民サービス向上に向けてはデジ

タル技術とデータを職員が収集、活用するスキルが不可欠である。 

本事業は、庁内に蓄積されたデータを有効活用し、根拠に基づいた政策立案（EBPM）

や抜本的な業務プロセスの変革（BPR）を牽引できるデジタル人材を育成するため、

研修知識の獲得と伴走支援等による実践的なスキルアップの機会を確保すること

を目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約日の翌日から令和 9年 2月 28日まで 

 

４ 履行場所 

伊豆の国市役所 

 

５ 業務の概要 

行政課題の解決や新しい価値の創出といった「DXの実現」を見据え、庁内のデー

タを実務に活かすためのデータ利活用研修を実施する。基本的な分析ツールの操

作取得から、受講者が自身の業務における課題をデータ活用によって解決する一

連のプロセスを学ぶことで、自律的に DXを推進できる能力を養う。 

 

●研修：データ利活用研修 

（１）受講者 

本市職員 15人程度 

（※各課で日常的にデータを扱っている職員、あるいはデータ活用・DX推進に関

心のある職員） 

 

（２）研修内容 

各課で持っている蓄積されたデータを活用し、以下の能力育成に即した内容を

提案すること。なお、分析ツールについては、全庁的に導入している Microsoft 

Excel（Microsoft 365 Apps for enterprise）の活用を想定している。 

※本研修は、Microsoft Excelの単なる「操作方法（機能や関数の使い方等）」を

習得するためのものではない。あくまで「データの利活用」に主眼を置き、デ

ータから課題や傾向を読み解き、業務改善や政策立案に結びつけるための思考
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力や実践手法を学ぶ内容とすること。 

ア データ収集と整理（デジタル化の基礎） 

   分析に適したデータ形式の理解、データの整理・整形手法の習得 

イ 分析手法の習得（データ活用） 

   目的に応じたグラフの作成方法、統計的視点を取り入れた分析の基礎 

ウ 実務への応用と DXの推進（価値の創出） 

   分析結果を業務改善や政策立案へ繋げるための可視化（ダッシュボード化等）

と、関係者を巻き込むためのレポーティング手法 

 

（３）研修の回数・時間 

回数：対面研修を計 3回以上実施すること。 

時間：1回あたり 2時間半から 3時間程度とする。 

 

（４）研修後のサポート、支援 

研修実施後、業務でデータを活用する際の相談対応や、疑問点へのフォローア

ップ体制を提案すること。 

 

６ デジタル人材育成提案書の作成 

① 受講者のスキルレベルに応じた実践的な研修カリキュラムの提案書を作成 

すること。 

② 提案書には、各回（計 3回）のプログラム内容、使用する分析ツール、到達目

標を記載すること。 

③ 座学のみならず、市が保有する実際のデータを使用したワークショップ形式等、

実効性の高い手法を提案すること。 

 

７ 研修における留意点 

・会場及び機器（PC等）の手配は伊豆の国市で行う。 

・研修に必要な教材費、印刷費、講師交通費等の諸経費はすべて本業務委託の費

用に含めること。 

 

８ スケジュール 

・提案時に想定スケジュールを示すこと。業者選定後に市との打ち合わせにより

詳細を確定する。 

 

９ 実施体制 

・業務責任者を設置し、進捗管理および課題管理を行うこと。 

・本市が業務の進捗状況や業務内容について支障かあると判断した場合は、実施

体制を含め速やかに対応策を検討すること。 

  ・定期的に本市との打ち合わせ等を計画し、実施すること。 
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10 成果物 

  成果物は以下のとおりとする。なお、提出物は紙媒体１及び電子データを提出す

ること。 

（１）業務実施体制表 

   業務責任者及び各業務の担当者名、役割を明記し、契約締結後速やかに提出

すること。 

（２）事業計画書 

   契約締結後、速やかに提出すること。 

（３）実績報告書 

    ① 事業実施報告書（研修資料一式、講義動画コンテンツ等を作成した場合

はそのデータ） 

      研修終了後、速やかに提出すること。 

    ② 打ち合わせ議事録 

      研修終了後、速やかに提出すること。 

 

11 権利の帰属 

本業務の履行過程において、受託者によって作成された著作権（著作権法第 27条

及び第 28条に定める権利を含む）は、別途協議の上決定する。 

 

12 再委託 

本業務の実施にあたり、再委託が必要となる場合は、事前に本市の承認を得るこ

と。 

 

13 業務の管理（情報セキュリティ） 

（１）本業務の実施に必要な情報セキュリティの管理にあたっては、個人情報保護

法及び本市情報セキュリティポリシー等の関係法令を遵守すること。 

（２）受託者は本業務を通じて知りえた情報を、目的外利用、市の承諾を得ない複

製、第三者への提供及び漏えいしてはならない。この契約が終了し、又は解

除された後においても同様とする。 

（３）受託者は、委託業務の実施のため本市から提供された資料等（前項の規定に

より本市の承諾を得て複製したものを含む。）を、委託業務の実施に必要がな

くなった場合又は委託業務の完了後速やかに市に返還するものとする。ただ

し、提供者が資料等の廃棄等、返還に代わる別の方法を指示したときは当該

方法によるものとする。 

（４）前３号に関する規定は、本市が承諾した再委託先についても同様とし、委託

先において責任を持って管理を行うこと。 

 

14 支払方法 

業務委託完了確認後、一括払いとする。 
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15 その他 

  この仕様書に定めのない事項及びこの仕様書に関し、疑義が生じた場合は、事前

に本市と協議すること。 


